
Ⅰ 活力と働きの場を生み出す産業が力強く展開する島根の国造り
・新産業、新事業の創出

・戦略的な生産・販売による創造的な産業活動の促進

・地域資源を活かした産業の振興

・産業を担う人づくり

・経営の安定強化の支援

・雇用・就業環境の整備、定住の促進

(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 地域農業再編支援事 17,000 ○担い手が不在の集落を中心に、集落の枠組 農林水産部

[農業経営課]業 を超えた組織化を推進するため、集落リー

ダーの育成と新たな地域営農の仕組み作り

を支援

【事業内容】

１．集落リーダー育成支援

２．集落リーダー活動費助成

新規 農地・水・環境保全 251,752 ○国が創設した「農地・水・環境保全向上対 農林水産部

[農畜産振興課]向上対策事業 策事業」を導入し、農業者だけでなく地域

[農村整備課]住民等が参画した活動組織による農村地域

の振興及び地域づくり並びに環境保全に向

けた営農活動を支援

【事業内容】

１．農地・水・環境保全向上対策事業

２．農地・水・環境保全向上対策営農活動

支援事業

新規 農林水産振興頑張る 70,000 ○市町村のリーダーシップのもとで産業とし 農林水産部

[農畜産振興課]市町村応援交付金 て自立する農林水産業の実現を推進してい

[森林整備課]くため、市町村が農林水産業振興ビジョン

[水 産 課]を取りまとめ、これに基づいて実施する取

組を支援

【事業内容】

県が提示した基本メニューに沿って、市町

村が農・林・水産のそれぞれの分野の振興

ビジョンの実現に向け自ら企画・実施する

新規施策を支援(助成率1/2以内)



(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 基幹漁業改革総合対 106,744 ○燃油価格の高騰による経営環境の悪化など 農林水産部

[水 産 課]拡充 策事業 により脆弱化している本県基幹漁業の生産

構造を改革するため、生産コストの削減、

水産物の高品質化、低利融資の実施、新た

な操業形態の検討などを促進

【事業内容】

１．漁業活性化資金の燃油高騰特認枠

２．近代化資金利子補給金

３．漁船漁業構造改革プロジェクト導入事

業

４．売れるしまねの水産物づくり戦略構築

新産業創出プロジェ 357,425 ○県自らが牽引役となり本県独自の新しい 商工労働部

[産業振興課]クト 「材料 「技術」を開発し、県内での応用」

製品の製造を図り、産業群の形成を促進

・新産業創出戦略構築事業 111,471

・新機能材料開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 83,657

・新ｴﾈﾙｷﾞｰ応用製品開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 48,497

・健康食品産業形成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 48,800

・ﾌﾟﾗｽﾞﾏ利用技術開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 35,000

・ﾊﾞｰﾁｬﾙﾘｱﾘﾃｨ技術活用ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 30,000

産業競争力強化プロ 104,768 ○経営者の意識改革と技術者人材育成の支援 商工労働部

[産業振興課]ジェクト を通じ、技術力・経営力を高め、企業（産

業）の競争力を強化

・技術力・経営力革新支援事業 25,447

・国際規格等取得促進事業 20,000

・首都圏等販路開拓強化事業 21,861

・産学官連携促進事業 16,796

・産業人材確保推進事業 20,664



(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 離島地域コールセン 制度創設 ○雇用状況が急速に悪化し、製造業の進出が 商工労働部

［ ］ター雇用助成制度 困難な、離島地域へのコールセンター業の 企業立地課

企業誘致を促進するために、立地企業に対

する雇用助成制度を創設

要 件 「企業立地促進条例」に基づく認定企業

対象地域 離島地域

対象期間 ３年間（H19.4.1～H22.3.31の立地計画認定）

対象業種 コールセンター業

助 成 額 正規：100万円以内/人、派遣等：50万円以内/人

上 限 額 ３，０００万円

若年者雇用対策事業 76,510 ○産業・雇用・教育の視点を一体化させ、若 商工労働部

[労働政策課]者の就職に関するサービスの提供を実施す

キャリア教育推進事 12,582 るため 「ジョブカフェしまね」を継続設 教育委員会、

[高校教育課]業 置し、県立高校等と連携し雇用対策を実施

【事業内容】

・カウンセリング体制

松江：２ブース、浜田：１ブース

・出前ジョブカフェ

県内４地域を予定し、各高校でのカウ

ンセリングも実施

・高校生に対するキャリア教育

インターンシップ、企業見学、職業意

識啓発セミナー、キャリアカウンセリ

ングプログラム

建設産業経営革新促 64,253 ○公共事業の縮減に伴う建設産業・地域雇用 土 木 部

[土木総務課]進事業 への影響を考慮し、建設産業に対する支援

[技術管理課]

【事業内容】

１．新分野等への進出支援

① 初期調査等への助成

② 事業化に向けた初期投資への助成

③ 独自技術の売込み活動に助成

２．経営基盤の強化・経営合理化支援

① トップセミナー開催

② 総合相談窓口の開設




